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令和５年５月２３日判決言渡 

令和５年（行ウ）第１６０号 認知届受理の義務付け等請求事件 

主 文 

１ 本件訴えをいずれも却下する。 

２ 訴訟費用は原告の負担とする。 

事 実 及 び 理 由 

第１ 請求 

１ 原告が、令和３年７月２０日付けで提出した■■■■■■（■■■■■■■

■■生）の認知届について、被告が何らの処分をしないことが違法であること

を確認する。 

２ 被告は、原告が令和３年７月２０日付けでした■■■■■■（■■■■■■

■■■生）についての認知届を受理せよ。 

第２ 事案の概要 

本件は、アメリカ合衆国在住の日本国籍を有する男性である原告が、原告の精

子によって生成された受精卵を第三者である既婚女性の子宮に移植することによ

りアメリカ合衆国で出生した子について、原告を父とする認知届を在ニューヨー

ク日本国総領事に提出したにもかかわらず、同認知届の提出から１年９か月以上

も被告がこれを受理しないことが違法であるとして、被告に対し、上記不作為が

違法であることの確認（行政事件訴訟法３条５項）とともに、同認知届を受理す

ることの義務付け（同条６項２号）を求める事案である。 

第３ 当裁判所の判断 

１ 戸籍事件について、市町村長の処分を不当とする者は、家庭裁判所に不服の

申立てをすることができる（戸籍法１２２条）。家庭裁判所は、戸籍事件につ

いての市町村長の処分に対する不服について審判をする（家事事件手続法３９

条、別表第一の１２５の項）ものとされ、その手続等が定められている（同法

第１編、第２編第１章及び２２６条以下）。また、戸籍事件に係る市町村長の
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処分又はその不作為については、審査請求をすることはできない（戸籍法１２

３条）。これらの法律の規定は、戸籍事件についての不服の申立てに関しては、

行政事件訴訟の方法による救済よりも、戸籍事件に係る事柄にふさわしい態勢

を備えてこれに常時関与している家庭裁判所による救済の方が適切であるとの

立法政策上の判断の下に定められたものであり、戸籍法や家事事件手続法の上

記規定は、行政事件訴訟法１条にいう「特別の定め」に該当するものと解され

る。したがって、戸籍事件についての市町村長の処分の適否は、専ら家庭裁判

所における家事審判手続において判断されるべきものであって、これを地方裁

判所に行政事件訴訟を提起することによって争うことは予定されていないもの

というべきである。 

２ 外国に在る日本人は、戸籍法の規定に従って、その国に駐在する日本の大使、

公使又は領事に届出をすることができる（４０条）ところ、この大使、公使又

は領事の処分を不当とする者の不服申立てについては明文の規定がない。しか

しながら、戸籍事件に関する市町村長の処分について家庭裁判所に対する不服

申立てが定められているのは、前記のとおり、戸籍事件の性質上、家庭裁判所

がこれを処理することが適切であるという理由によるものであるから、この趣

旨に照らすと、戸籍の届出に関して戸籍事務管掌者である市町村長と同一の権

限を有する大使、公使又は領事の処分の当否についても、家庭裁判所に対する

不服申立てによって争わせるのが相当というべきである。したがって、戸籍法

１２２条の規定を類推適用し、戸籍事件について、外国に駐在する日本の大使、

公使又は領事の処分を不当とする者は、家庭裁判所に不服の申立てをすること

ができるものと解すべきである。 

３ 本件請求の趣旨からすれば、原告は、認知届を受理しないことが違法である

ことの確認を求めるとともに、認知届を受理することの義務付けを求めている

ものと解される。しかるところ、戸籍法や家事事件手続法の前記趣旨に照らせ

ば、行政庁の不作為についての違法確認も戸籍法１２２条の戸籍事件について
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の不服申立ての対象に含まれるものと解し得る。もっとも、仮に行政庁の不作

為についての違法確認が同条の不服申立ての対象には含まれないと解したとし

ても、本件では届出から既に１年９か月以上が経過していることからすれば、

実質的に不受理処分があったものとみることができる。 

そうすると、原告は、いずれにせよ、戸籍法１２２条により、家庭裁判所に

対して不服の申立てをすべきであって、行政事件訴訟法による抗告訴訟を提起

することはできないものというほかはない。 

なお、本件については、行政事件訴訟法７条、民事訴訟法１６条の規定によ

って家庭裁判所に移送することもできない（最高裁昭和３５年（オ）第２９４

号同３８年１１月１５日第二小法廷判決・民集１７巻１１号１３６４頁参照）。 

４ 結論 

以上によれば、本件訴えは不適法であり、かつ、その不備はその性質上補正

することができないものであるから、行政事件訴訟法７条、民事訴訟法１４０

条により、口頭弁論を経ないでこれを却下することとし、主文のとおり判決す

る。 
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